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研究期間：平成 23 年度～27 年度   

プロジェクトリーダー：水災害研究グループ長  鈴木 篤 

研究担当グループ：土砂管理研究グループ（火山・土石流）、水災害研究グループ 

1. 研究の必要性

2011 年タイのチャオプラヤ川の洪水では利根川流域よりも広い範囲が浸水した。我が国においても 2011 年台

風 12 号による紀伊半島豪雨のような事象が発生している。大規模な災害のうちでも、突発的に大きな外力が作

用し発災する地震災害と異なり、降雨の蓄積により災害危険度が漸増する特性を有する水・土砂災害は、時間の

推移とともに危険度が変化し発災の予見が可能であり、事態の進展に則した情報を提供することにより、資産・

人命被害を最小限にとどめる減災が十分に可能である。 

科学技術が進歩しているにもかかわらず災害が減らないことについての問題意識は ICSU(International 

Council for Science)に設置された IRDR(Integrated Research on Disaster Risk)のテーマとなっている。 

大災害は、我が国においても発生しており、発生した場合の影響を最小限にとどめる準備体制の構築が求めら

れている。 

2. 研究の範囲と達成目標

本プロジェクト研究では、リアルタイムで現地の状況を把握する技術の開発、衛星情報の導入による面的な情

報収集技術と諸機関がすでに持つ関係情報との融合を図り、事象の変化に適切に対応できる防災・災害情報の効

率的活用技術の開発を研究の範囲とし、以下の達成目標を設定した。 

(1) 防災担当者の防災・災害情報の収集・活用を支援する技術の開発

(2) 災害危険度情報等の効率的な作成技術の開発

(3) 衛星などによる広域災害の範囲・被害規模把握技術の開発

3. 個別課題の構成

本プロジェクト研究では、上記の目標を達成するため、以下に示す研究課題を設定した。

(1) 防災・災害情報の有効活用技術に関する研究（平成 26~27 年度））

(2) リアルタイム計測情報を活用した土砂災害危険度情報の作成技術の開発（平成 23～26 年度）

(3) 総合的な洪水・水資源管理を支援する基盤システムの開発（平成 23～27 年度）

(4) 人工衛星を用いた広域洪水氾濫域・被害規模および水理量推定技術の開発（平成 23～27 年度）

4. 研究の成果

本プロジェクト研究の個別課題の成果は、以下の個別論文に示すとおりである。なお、「2.  研究の範囲と達成

目標」に示した達成目標に関して、平成 26 年度に実施してきた研究と今後の課題について要約すると以下のと

おりである。 

(1) 防災災害情報の有効活用技術に関する研究

近年激甚化・多様化する自然災害の防止・軽減のためには、堤防やダムなどの構造物対策の整備だけではなく、

防災・災害情報を効果的に活用することで、住民の適切な減災行動につなげる必要がある。防災・災害情報は、

気象・水文情報、気象警報、洪水予報、近隣の市町村の被害状況、住民からのメールやツィッターからの通報な

ど多岐にわたり、市町村の防災担当者は、災害が起こりそうな際にはこれらの様々な情報を総合的に考慮し、情

報を適切に提供する、非常に重要な任務を負っている。特に、地形が急峻で、かつ構造物対策に多額の予算をか
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けられない中山間地の市町村においては、これらの情報の有効活用が求められている。 

 平成 26年度においては、「レーダーによる雨域・雨量強度情報」と「上流のダム情報」をモデルに組み込んで

氾濫計算が可能な降雨流出氾濫モデルついて、国内河川流域への適用可能性とリアルタイム氾濫予測システムへ

の実装が可能かの検討を行った。 

 (2)  リアルタイム計測情報を活用した土砂災害危険度情報の作成技術の開発   

平成 20年 3月より全国で都道府県の砂防部局と気象台が連携し、豪雨による土砂災害に対する警戒避難体制の

構築支援のために、「土砂災害警戒情報」の発表が行われている。しかし、現行の土砂災害警戒情報は、①実績の

乏しい地域・現象に対して精度が低い可能性が高い、②地形・地質等の違いによる影響が十分に加味されていな

い、③降雨のみを指標としているため、切迫性が伝わりにくい、④市町村単位の情報であるため、避難の対象地

域が絞り込めない、などの課題が指摘されている。実際、土砂災害警戒情報の発表が進められてきているにも関

わらず、土砂災害発生前に警戒情報が発表されていない事例も多く、土砂災害発生時に避難が完了していないこ

とが多い。そのため、①～④の課題を解決する土砂災害に対する警戒避難に資するきめ細かい危険度情報作成技

術の確立が急務である。 

このうち①に関して、時系列で斜面の崩壊危険度評価が可能な idH-SLIDER法を開発し検証を実施した。②に関

して、地形区分に着目し、開析状況に応じて崩壊の形態が異なることを明らかにした。また、それら開析状況に

合わせて、斜面の自動分割手法について検討した。そして、①や③に関しては、斜面の危険度評価手法の精度向

上や崩壊検知事例の蓄積を目的とした安価で簡易な機器（土砂移動時刻ロガー）を開発し現地検証を実施した。

③に関しては、高感度な振動センサのデータを用いて降雨以外の情報でも準リアルタイムで深層崩壊等の大規模

な土砂移動現象の発生情報を把握することを目的とし、過去の深層崩壊や大規模な土石流等が発生したときの地

盤振動の特徴を整理した。また、④に関して、マルチエージェントモデルを用いて避難対象者となる住民の避難

行動を把握した。 

 

(3)  総合的な洪水・水資源管理を支援する基盤システムの開発 

近年、洪水ばかりでなく、干ばつ、渇水等の水資源関連の災害が世界で頻発しており、的確な水資源管理開発

計画、新規利水施設の整備が必要となっている。渇水災害対策立案を図るためには、まず流域の水資源の実態を

定量的に把握できるツールを開発し、要因分析から始める必要がある。 

本研究は、これまで水文情報の乏しい国々で、洪水予警報を実現することを目指して開発を行ってきた IFAS

（Integrated Flood Analysis System : IFAS）を低平地での流出解析や低水流出計算機能を搭載し、総合的な洪

水・水資源管理に資する基盤システムとして開発するものである。 

平成 26 年度は、蒸発散、融雪の計算機能、操作性向上のための機能追加を行った。蒸発散、融雪については、

気温、放射等のグローバルデータ、現地観測データを用いて、蒸発散量、融雪量が計算できる機能を IFAS に導

入した。さらに、アジアの河川への IFAS の導入を進め、平成 26 年 6 月からは、パキスタン国インダス川流域

において、IFAS と RRI を結合した洪水予警報システム（Indus-IFAS）を構築し、本格運用が始まった。 

 

(4)  人工衛星を用いた広域洪水氾濫域・被害規模および水理量推定技術の開発 

近年海外、特に東南アジア等の発展途上国を中心として多くの洪水が発生している。2010 年のパキスタン、

2011 年のタイにおける洪水災害のように洪水氾濫域が広域に及ぶ場合、交通網の不能をはじめとした様々な理

由により、現地調査による洪水の全体概要を把握することは困難である。このような問題解決のため、広域性、

均質性、周期性などの特徴を持つ人工衛星の観測データを利用することは、災害発生後迅速に面的な氾濫域を検

出するのに有効である。 

本研究は、大規模氾濫に着目し、溢れる水が拡大する流れを観測しながら水害発生後、被害規模の把握、迅速

な水防活動、減災体制に対応する情報などを、人工衛星を利用して提供する基礎研究である。 

平成 26 年度は、氾濫水理量の観測技術開発のため基礎的な検討と人工衛星観測による復旧活動支援等への実

利用システムについて検討を行った。 
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Abstract ： 

This research project aims to develop technologies that help efficient use of information on weather 

forecasting, disaster damage to infrastructures and other issues with the capability of coping with changes in 

the status of events. To this end, these technologies will be designed to collect real-time disaster and damage 

information, to collect other information from various sources, and to integrate them for effective disaster 

management. The following goals are set for the project: 

 

1. Development of a technology to assist disaster management personnel in collecting and using information 

on disaster damage to infrastructures and other disaster-related issues 

2. Development of a technology to efficiently produce information on disaster-risk levels and other similar 

information 

3. Development of a technology to collect information on the damage size and affected area during a 

widespread disaster in the use of satellites 
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